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都市計画実習 中間発表 1 班 2020.5.29(金) 

あつまれ？ひなんしゃの森 
      ～COVID-19 下での災害避難～ 

班長:古田淑 副班長:川上愛弓 記録担当:針谷凌輔・室岡太一 オンライン担当:大森聡・田川多恵 

担当教員:糸井川栄一 TA:門倉慧 

第 1章 背景 
1.1. はじめに 

 ゴールデンウィーク中に，関東地方では震度 3 以上

の地震が相次いで 3 回発生した．また，昨年は九州北

部豪雨や台風 15 号，台風 19 号などによる大雨で大き

な被害があり，今年もこれから迎える梅雨や台風の季

節には，同じような災害は十分に起こり得ると考えら

れる．一方，現在 COVID-19 の流行を防ぐために，3 密

を避けるような生活が必要とされている．以上を踏ま

えると，COVID-19 が流行している現在の状況におい

て，上記のような自然災害が発生したらどうなるだろ

うか．避難所内は非常に 3 密な空間となり，そのよう

な環境は感染拡大につながるだろう．実際に，クロア

チアでは 3/22 に地震が発生したが，その 2 日後の 3/24

より COVID-19 の感染者数が急増しており(1)，COVID-

19下における自然災害の発生がいかに危険であるかが

わかる．これらのことから，自然災害発生時における

感染予防対策は重要な課題であると考えた． 

 

1.2.  国の方針と自治体の課題 

  本節では，COVID-19 下において，国や自治体等が避

難所の 3 密を防ぐために行った対策をまとめ，現状の

課題を把握する． 

1.2.1.  避難所運営ガイドラインの作成 

 避難所での 3 密を防ぐため，内閣府は COVID-19 に

対応した避難所の運営ガイドラインを作成した(2)．例

としては，避難所内のソーシャルディスタンスを保つ

ため，避難所を新たに増設することが挙げられている．

他にも親戚や友人宅への避難の検討，避難所内の十分

な換気，スペースの確保など，新たな避難所の形を各

自治体に示した． 

1.2.2.  自治体の取り組み 

内閣府が示した避難所運営ガイドラインに基づき，

千葉県南房総市では具体的な対応が行われていた(3)．

避難所に入ることができる体調の基準，避難所内の一

人当たりの面積(3 ㎡)，事前の医療資源の準備などを確

認できた．さらには，広報誌を通じて住民に周知を行

っていた．以上から，高い防災意識を持ちながら迅速

に対応している自治体があることがわかった． 

1.2.3. 自治体の対策実施状況 

 一方，人と防災未来センターは「避難所開設での感

染を防ぐための事前準備チェックリスト(4)」を 8 つの

項目（1.資材の事前準備，2.避難所内の安全管理，3.合

理的配置，4.関係機関への調整，5.有症状者等の整理，

6.避難所開設，7.長期の避難生活，8.避難所の閉鎖）に

整理し作成している．また，防災科学技術研究所（以

下，防災科研）は，COVID-19 下の避難所について対応

を行っている自治体を同研究所ホームページ内に掲載

している(5)．チェックリストの 8 項目に加え，調査中

に頻繁に見られた「分散避難の検討」を合わせた 9 項

目の実施状況を調査した． 

 

 

図 1 事前準備チェックリストの項目別実施割合 

 

 図 1 は自治体が COVID-19 下における避難所対策の

実施状況を項目別に示した棒グラフである．1.資源の

調達，2.安全管理，3.合理的配慮，9.分散避難の検討

の 4 項目は比較的に高かったが，他の項目は低く，実

施状況には偏りがあった．また，防災科研 HP 上に記

載されていた市の数は 74 であり，全国の市の数（772
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市）に比べると，対策をしている自治体の数が少ない

ことが確認できた． 

1.2.4. 事前調査とその課題 

以上より，内閣府は避難所運営マニュアルを改定

し，南房総市などは具体的な策を提案したが，多くの

自治体では対策が具体的ではなく，実施状況において

も偏りが見られた．これより，COVID-19 下において

避難所の 3 密状況を解消する方策を実行する際に，障

壁があると考えた． 

 

第２章 目的 
 本実習では，COVID-19 下における自治体の避難対

策の実施状況を把握し，自治体対応としてどの項目が

実施困難かを整理したうえで，対策が不十分である原

因を分析し，対策を行う際に障壁となる課題を明確に

することを目的とする．最終的には，自治体による対

策の円滑な施行を後押しするような提案に繋げる． 

 

第 3章 調査方法 

COVID-19 下の災害時における自治体避難対策につ

いて，現時点での実施状況を把握し，対策の不足が見

られる原因を明らかにすることを目的に，自治体への

アンケート調査を行うことにした． 

 

3.1.  KJ法による課題の整理 

適切な情報の入手には，第一に COVID-19 流行下で

の自然災害発生時における住民側の想定できる問題を

整理することが必要不可欠である．ネット上の文献・

資料や最新のニュースを参考にして得た情報を基に問

題意識を列挙し，KJ 法を活用してそれぞれの関係性か

ら図 2 のようにまとめ，構造化した． 

図 2 で発見した主要な課題を時系列ごとに述べる． 

まず，災害が発生する前に考えられる課題は，平時

から備えておくべきもの，住民同士や地域全体で迅速

な避難ができるための心構え・方法などが不明確であ

ることが挙げられる． 

災害発生の時点では，避難所での密集を恐れ希望し

ていても思うように避難できない状況が想定でき，適

切な避難行動を瞬時に判断しにくい．内閣府公表の自

治体避難所運営における方針（2）では，安全な友人宅へ

の避難や車中泊などを含めた分散型・マルチ避難によ

る対策を呼び掛けている．だが，住民としてはいざ避

難する際，事前に参考にできる具体的な避難基準が示

されないと安全な避難行動が難しいのではないか，と

いう点も重要な課題である．  

 避難後に考えられる課題として，3 密を回避した避

難所配置，例えば身体的距離を維持した生活環境や物

資配給方法および体調不良者が発生した際の隔離スペ

ースの確保等の避難所内における問題が目立つ．感染

症予防と安全な災害避難の双方のために必要な支援物

資に，避難後もアクセス可能かどうかについても考慮

するべき問題である．ここでいう支援物資というのは，

例えば，避難所用のマスクや体温計等の医療物品や身

体的距離を置いた避難所内配置に必要な仕切り等が考

図 2 KJ法に基づく COVID-19下の災害時避難の問題の整理 
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えられる．また，通常時の自然災害後は，全国のみな

らず海外からの支援ボランティアや防災関係に詳しい

職員の役割は大きい．しかし，COVID-19 のような感染

症下で想定されるのは，感染拡大を懸念する中でこの

ような外部支援者を自由に受け入れることが難しいと

いう課題である． 

 全体的に，自治体が各地域内で自ら避難者の管理を

行える体制がどこまで整っているか，疑問が残る．さ

らに，災害への平時の備えが難しいと思われる「要配

慮者」の円滑な避難が行えるかという問題も考えられ

る． 

 

3.2.  住民ニーズと行政サプライ  

 ここで，第 3 章の KJ 法によるグルーピング図（図

2）を通して挙げられた，住民の立場からの COVID-19

下の避難時の課題を「住民ニーズ」と呼ぶこととする．

これに対して，COVID-19 下の避難前及び避難時に行

政が住民に対して行うことができる情報伝達や支援，

施設の運営管理のことを「行政サプライ」と呼ぶこと

とする． 

 KJ 法による課題整理を行った際に，KJ 法で列挙し

た住民ニーズを果たして行政が実際に対応できている

かという疑問を持った．そこで，行政サプライには何

が挙げられるかを把握し，住民ニーズと行政サプライ

が対応する項目を抽出する必要があると考えた． 

 住民ニーズに関しては防災科研が収集した COVID-

19 下に関する自治体の情報（5）を参照し，KJ 法だけで

は不足していた課題を補い，より内容を深めた．そし

て，再分類し以下の 11 の大項目に分類した． 

 

表 1 KJ法に基づく COVID-19下の災害時住民ニーズ 

1.平時の備え,2.避難判断,3.共助,4.在宅避難,5.車中泊, 

6.避難所,7.配給,8.支援物資の不足,9.医療資源の不足,  

10.外部支援の不足,11.避難弱者の避難 

 

行政サプライは人と防災未来センターが指定した事

前準備チェックリスト(4)を参照し，以下の 8 つの大項

目に分けて分類した． 

 

表 2 COVID-19下の災害時における行政サプライ 

1.資機材の事前の調達, 2.安全管理, 3.合理的配慮,  

4.関係機関への事前調整, 5.有症状者等の避難先の整理, 

6.避難所開設, 7.長期の避難生活, 8.避難所の閉鎖 

 

 表 3 において，横軸が行政サプライ，縦軸が住民ニ

ーズを表しており，対応する関係の箇所は黄色に着色

されている． 

 

3.3.  市町村へのアンケート調査 

 3.2 で抽出した項目に基づき，本実習の目的の要素で

ある「行政サプライの実施状況」及び「実施不十分の

原因」の明確化の手段として，アンケート調査を実施

することにした． 

 

3.合理的配

慮

8. 避難所の

閉鎖

1.1避難所資

材の調達

1.2職員用の

資材の調達

2.1 避難所

担当職員へ

の説明

2.2 避難所

担当職員の

体調管理体

制

3.1 配慮が

必要な方へ

の対応の準

備

4.1 避難所

施設管理者

との調整

4.2 福祉避

難所施設管

理者との調

整

5.1 自宅待機者・療養者(PCR 検査結果待ち or 陽性) 5.2 宿泊療
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検査陽性：

軽症者) 

"避難に関す

6.1 避難所運営ルールの決定6.2 体調不良者への対応7.1 環境の再整理7.2 衛生的な環境の維持7.3 資機材の調達7.4 ゴミ 8.1 避難所閉鎖時の対応車中泊、テント泊の案内在宅避難時の対応案内

液体せっけ

ん，アル

コール消毒

剤 

清掃，除菌

シート 

使い捨て手

袋

マスク

ゴーグル

長袖ガウン

足踏み式ゴ

感染症予防

に長けた医

療者・保健

所職員に

確認

職員の体調

管理方法・
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ル

・人権に配

慮した啓発

ポスターの

掲示

・情報保障

の手段を取

開設手順の

確認

役割分担

ゾーニング

設定(施設ご

と)

受け入れ可

否の事前確

認

資器材と対

応スタッフ

の調達方法

連絡担当者

の確認  

避難先の確

保  

避難時は衛

生資材を持

・避難先の

レイアウト

検討

・後で連絡

が取れる避

難者名簿の

・感染症を

疑う有症状
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準備
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討

・健康状態
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感染者の隔離

避難所衛生

避難所配置

避難所生活環境

避難所での３密回避

配給 配給時の感染リスク

車中泊 車中泊 関連？(例、車中泊マップ)

テント泊

在宅避難

支援物資 支援物資の不足

避難判断

平時の備え ○

医療資源の不足

外部支援の不足

避難弱者の避難

その他 執務室の３密 かするくらい関連

避難所

7.長期の避難生活1. 資機材の事前の調達 2.安全管理 4.関係機関への事前調整 5.有症状者等の避難先の

整理

6.避難所開設

表 3 住民ニーズと行政サプライにおける対応関係の整理 
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表 4 アンケートの概要 

調査対象 つくば市をはじめとする各自治体 

調査方法 Excel シートに作成した質問票を送

付・回収 

調査内容 住民ニーズに対する行政サプライの実

施状況に関する選択形式での質問 

 

表 4 は，アンケートの概要である． 

 アンケートでは，実施状況に関する質問を以下の 3

項目に分けて行う． 

① 住民への周知 

例1） 各家庭での在宅避難のための平時の備えや避

難行動についての住民への周知を行っていま

すか？ 

例2） 災害レベルとその状況に応じた避難の方法を

住民に周知していますか？など 

② 避難所の行政側対応 

例1） 地域防災計画に定められた避難所以外に，新

たに避難所を設置する予定はありますか？ 

例2） 避難所衛生に関する指導のできる職員はいま

すか？など 

③ 必要資源，医療資源及び外部資源の不足 

例1） 避難所での避難者に対する感染症予防及び対

策に必要な医療用品・器具の備蓄・調達の環境

は整っていますか？など 

 

 

図 3 作成したアンケート表 

 

図 3 は実際に作成した質問票の一部である． 

各質問に対して「はい」「いいえ」または「検討中」

のいずれから選択してもらい，「いいえ」「検討中」を

選択した場合には，その理由に関しても「財政不足」

「人員不足」など複数の選択肢から選択してもらう形

式を予定している． 

 

第 4章 今後の予定 
 3.3 のアンケート調査の実施・回収をし，これらの

自治体のアンケート調査の結果により，自治体が現時

点で対応できている項目と対応できていない項目が明

確になる．その中で，対応できていない項目に注目

し，現状の把握・分析を行い，自治体の抱える課題の

考察を行う．それらを元に自治体が円滑に施行できる

課題解決案を提示する． 

 

 

     図 4 今後の調査・分析結果 
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１．差し支えなければ、自治体名をお答え下さい。

　　　　都道府県　　　　　市町村

回答欄

１－１．
選択下さい

選択下さい

１－２．
選択下さい

選択下さい

１－３．
選択下さい

選択下さい

１－４．
選択下さい

選択下さい

１－５．
選択下さい

選択下さい

１－６．
選択下さい

選択下さい

１－８．
選択下さい

選択下さい

１－９．
選択下さい

選択下さい

■基本事項に関してお尋ねします

■新型コロナウイルス感染のおそれがある状況下で、住民の避難が必要な災害が発生した場合の貴市
の対応についてお尋ねします。

・上記で「いいえ」と回答された自治体にお尋ねします。その主な理由を１つ
お答え下さい。

要配慮者（障がい者、高齢者）に対する共助を人々に促す情報発信は行われて
いますか？

要配慮者本人への情報伝達の手段は整えられていますか？

・上記で「いいえ」と回答された自治体にお尋ねします。その主な理由を１つ
お答え下さい。

・上記で「いいえ」と回答された自治体にお尋ねします。その主な理由を１つ
お答え下さい。

・上記で「いいえ」と回答された自治体にお尋ねします。その主な理由を１つ
お答え下さい。

・上記で「いいえ」と回答された自治体にお尋ねします。その主な理由を１つ
お答え下さい。

長期的な避難所避難のための、感染症対策も含めた平時の備えなど住民に特別
に呼びかけていますか？

各家庭での在宅避難のために必要な平時の備えを住民に呼びかけていますか？
(自宅の耐震判断、家具の固定など)

ハザードマップに基づいて避難の要否を住民が意思決定するための避難行動判
定フローを住民に周知していますか？

・上記で「いいえ」と回答された自治体にお尋ねします。その主な理由を１つ
お答え下さい。

・上記で「いいえ」と回答された自治体にお尋ねします。その主な理由を１つ
お答え下さい。

１．新型コロナによる感染のリスクが続く中で、平時からの備えや災害発生時における
避難行動に関する住民への周知・啓発についてお尋ねします。

２．災害ハザードマップの作成状況について尋ねします。次のうち、ハザードマップとして住民に公開して

いるものを選択して下さい。

災害時候補の3密を避けられる最新(今年度）の避難所先情報を住民に開示・公
表していますか？

住民が避難所に避難する場合に、新型コロナウイルス感染を避けるために住民
に求める心がけ等について周知していますか？

「３密」を避けるための避難の工夫として、在宅避難、マイカーや地区公民館
での避難、ホテルでの避難、親戚知人友人を頼るなど、指定避難所以外で避難
する分散避難があることを住民に周知していますか？

・上記で「いいえ」と回答された自治体にお尋ねします。その主な理由を１つ
お答え下さい。

河川浸水洪水ハザードマップ 地震災害ハザードマップ

火山防災ハザードマップ津波浸水・高潮ハザードマップ

土砂災害ハザードマップ

避難経路・避難場所のなどの防災マップ


